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１ はじめに 

回復期リハビリテーション病棟の理学療法士としてリハ

ビリテーション（以下「リハビリ」という。）に関わる中

で最終目標が復職となる事は少なくない。その中で脳血管

疾患の患者については、年齢別にみると60歳代、70歳代に

つぎ、50歳代、40歳代の順に発症者が多く、働きざかりの

労働者も多い1)。しかし、彼らは脳血管疾患の後遺症、患

者・家族の希望の変化などで復職に至らないケースもある。

佐伯らは、脳卒中患者の高齢化・重度化、非正規雇用労働

者などの労働態様の変化は脳卒中患者の復職に多大な影響

を与えており、若年脳卒中患者の復職率は過去20年間、

40％に留まっている2)としている。 

そこで当医療法人において理学療法士（以下「PT」と

いう。）、作業療法士（以下「OT」という。）、言語聴

覚士（以下「ST」という。）、社会福祉士に対し、復職

を目標とする患者に関するアンケートを実施した。この結

果から療法士と社会福祉士が復職支援に関して留意すべき

ことについての考察を報告する。 

 

２ 調査方法 

当医療法人所属の療法士200名（PT:138名、OT:41名、

ST:21名）、社会福祉士８名に以下のアンケートを実施し

た。 

① 退院後、就労に関するサービス利用をした者の有無と、

そのサービス名（公的機関を含む） 

② 最終目標が復職であったが至らなかった原因  

 

３ 結果 

療法士144名（PT:99名、OT:34名、ST:11名）、社会

福祉士８名からの回答を集計した結果、サービスを「利用

した」と答えた数は全体の22.5％（回答者に対し２人以上

該当する患者がいても回答した人数で表示）であり、利用

したサービスは表１-１、１-２の通りである。 

最終目標を復職とした患者がいた割合は全体の19.2％で

あり、「復職に至らなかった原因」として「高次脳機能・

身体機能障害後遺症」が最多で15.2％であった（表２-１、

２-２）。 

 

 

 

表１-１ 社会福祉士の回答結果 

利用したサービス（公的機関を含む） 人数（人） 

高次脳機能障害者支援センター 3 

ジョブパーク 3 

ハローワーク 3 

就労移行支援事業所 1 

障害者就業・生活支援センター 2 

ジョブコーチ支援 1 

 

表１-２ 療法士の回答結果 

利用したサービス（公的機関を含む） 人数（人） 

高次脳機能障害者支援センター  4 

ジョブコーチ支援 1 

ハローワーク  3 

地域リハビリテーション推進センター  1 

作業所  1 

自動車運転教習所  1 

訪問リハビリでの職業・移動動作練習  1 

地域障害者職業センター  1 

 

表２-１ 社会福祉士の回答結果 

復職に至らなかった原因 人数（人） 

高次脳機能障害 3 

職場の受け入れ困難 3 

身体障害後遺症  1 

本人・家族の希望変更  2 

  

表２-２ 療法士の結果 

復職に至らなかった原因 人数（人） 

配置転換困難   1 

本人の希望条件が非現実的  1 

身体障害後遺症  14 

高次脳機能障害  12 

障害受容ができていない  1 

本人・家族の希望変更  3 

精神疾患  1 

本人・家族が望んでいない  1 

日常生活動作能力の低下   1 

地域に利用できるサービスがなかった  1 

本人の意欲低下 1 
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４ 考察 

「退院後、就労に関するサービス利用をした者の有無と、

そのサービス名」に関しては高次脳機能障害者支援セン

ター、ハローワークなどの行政機関の利用が目立った。し

かし、障害者総合支援法における障害福祉サービスの利用

は就労移行支援事業所１人のみであった。その理由として、

障害者総合支援法のサービスを利用するには身体障害者に

ついては身体障害者手帳の所持が前提3)であり、手帳取得

については脳血管疾患患者においては発症から半年後とさ

れている4)ため入院期間（150～180日）5)内に障害者手帳

の申請まで至らず障害福祉サービス利用へ繋がっていない

可能性が考えられる。身体障害者手帳の申請については主

治医の判断により３か月で可能な場合もあるので、患者の

状態に応じ主治医を含めた連携が必要である。 

また、「最終目標が復職であったが至らなかった原因」

の結果については「高次脳機能・身体機能障害後遺症」が

全体の15.2％と最多であった。佐伯らは復職するためには

「何らかの仕事ができる（作業の正確性）、８時間の作業

耐久力がある、通勤が可能である（公共交通機関の利

用）」の３つが必要とされている6)としている。 

これらのことから遂行機能などに関する高次脳機能障害、

持久力低下、屋外移動手段の確立に至らず復職に繋がって

いないことが考えられる。療法士としては日常生活動作に

留まらず、急性期から早期に、職場の情報収集や、復職を

想定した高次脳機能・動作能力の評価・治療を行い、獲得

に繋げていく必要がある。そしてその結果をチームで共有

し職場との連携に繋げていくことがチームアプローチであ

ると考える。リハビリにおいて療法士は治療、訓練、検査、

指導という側面で関わる機会が多いが、社会福祉士につい

ては相談、助言、関係者との連絡及び調整という観点で関

わることになる。このことからも他分野での職種が関わる

中で様々な視点からの介入ができることを強みとして目標

を含めた患者情報・アセスメントの共有を行い、目標の達

成に向けどのような介入が必要かを明らかにしていくこと

が重要である。 

 

５ 課題と今後の展望 

今回は療法士、社会福祉士を対象に調査を行ったが回復

期リハビリ病棟ではこの他、リハビリ専門医、看護師、栄

養士がチームとして目標達成に向け取り組んでいるため、

各職種からの視点を交えて復職を目指す患者に必要な支援

を考えていく必要がある。また今回用いたアンケート内容

は①「退院後、就労に関するサービス利用をした者の有無

と、そのサービス名」、②「最終目標が復職であったが至

らなかった原因」に留まっているが、支援を行う上ではそ

こに至るまでの過程も重要であり、今後様々なケースに活

かしていくことも必要である。 

今回の調査では、障害福祉サービスの利用が少数であっ

たが、チームで支援を行う際は療法士についても必要な制

度の知識を有して話し合い、患者が必要とするサービスの

提案が重要である。そのためには回復期に限らずリハビリ

テーション科全体として制度の知識を深めていきたい。ま

た、佐伯らは復職予定先の企業等との調整など様々なレベ

ルでの対応が必要であり、医療福祉連携を超える高次の連

携が必要となる7）としており入院時、復職が目標とされた

患者に対して早期にチームとして復職先である職場との連

携を図っていく体制を構築していきたい。 
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